
働き方改革やデジタル化などが進み、人々の価値観が多様化するなかで、
働く現場は実際にどう変化しているのでしょうか。

３つのテーマについて、最新データから読み解いていきます。

「
女
性
活
躍
推
進
」や「
男
女
共
同
参
画
」

が
目
指
さ
れ
る
な
か
、実
際
に
女
性
の
働
き

方
は
ど
う
変
化
し
て
い
る
か
。
女
性
の
労
働

力
率
を
年
代
別
に
見
る
と
、結
婚
・
出
産
期

に
当
た
る
年
代
に
落
ち
込
む
こ
と
を
表
す

「
Ｍ
字
カ
ー
ブ
」は
、こ
の
40
年
間
で
大
き
く

緩
和
し
て
い
る
（
図
１
）。
現
在
、女
性
の
育

児
休
業
取
得
率
は
８
割
超（
＊
１
）。
結
婚
・

出
産
を
経
て
も
働
き
続
け
る
女
性
の
増
加

が
、Ｍ
字
緩
和
の
一
要
因
と
考
え
ら
れ
る
。

　

ま
た
、努
力
次
第
で
昇
進
も
可
能
な
ど
、

や
り
が
い
を
も
っ
て
働
き
続
け
ら
れ
る
か
ど

う
か
も
重
要
だ
。管
理
職
に
就
く
女
性
は
増

加
傾
向
に
あ
り
（
＊
2
）、な
か
で
も
注
目
は

上
場
企
業
役
員
に
お
け
る
女
性
の
人
数
で
、

10
年
間
で
約
５
倍
と
な
っ
た（
図
２
）。
た
だ

し
女
性
比
率
で
見
れ
ば
わ
ず
か
７・５
％
。  

「
依
然
と
し
て
男
女
差
は
大
き
く
、諸
外
国

と
比
べ
て
遅
れ
が
目
立
つ
。
さ
ら
な
る
改
善

が
求
め
ら
れ
る
」と
、孫
さ
ん
は
指
摘
す
る
。

　

性
別
以
外
の
多
様
性
に
つ
い
て
も
状
況

改
善
が
見
ら
れ
る
。
60
〜
64
歳
の
高
齢
者
の

就
業
率
は
71
％
ま
で
上
昇（
＊
３
）。
障
害
者

の
雇
用
者
数
も
、事
業
主
に
義
務
付
け
ら
れ

る
障
害
者
の
法
定
雇
用
率
の
段
階
的
な
引

き
上
げ
な
ど
に
伴
っ
て
年
々
上
昇
し
て
い
る

（
図
３
）。
ま
た
、性
的
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
に
対
し

て
は
、職
場
で
の
配
慮
に
前
向
き
な
企
業
が

７
割
超
と
い
う
調
査
結
果
も
あ
る（
図
４
）。

「『
誰
も
が
活
躍
し
や
す
く
な
っ
た
』と
い
う

状
況
に
は
ま
だ
到
達
し
て
い
ま
せ
ん
が
、そ
こ

に
向
か
っ
て
着
実
に
動
い
て
い
る
こ
と
は
確
か
。

生
産
性
や
競
争
力
を
高
め
る
経
営
戦
略
と

し
て
も
、多
様
な
人
材
の
登
用
は
今
後
も
進

ん
で
い
く
と
期
待
さ
れ
ま
す
」（
孫
さ
ん
）

誰
も
が
活
躍
し
や
す
い
社
会
に
向
か
っ
て
い
る

結
婚
・
出
産
を
経
て
働
き
続
け

昇
進
も
実
現
さ
せ
る
女
性
が
増
加

障
害
者
な
ど
の
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
も

働
き
や
す
い
環
境
の
整
備
進
む

〜

歳

〜

歳

〜

歳

〜

歳

〜

歳

〜

歳

〜

歳

〜

歳

〜

歳

〜

歳

〜

歳
〜
歳

【出典】 図1：総務省「労働力調査」／図2：東洋経済新報社「役員四季報」2021年版／図3：厚生労働省「令和2年 障害者雇用状況の集計結果」／
図4：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「令和元年度 職場におけるダイバーシティ推進事業 報告書」（厚生労働省委託事業）
＊1：厚生労働省「雇用均等基本調査」／＊2：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」／＊3：総務省「労働力調査」（2020年）

民間企業に雇用されている障害者数

上場企業役員における女性の人数 女性の年代別 労働力率※

性的マイノリティが働きやすい
職場環境を作るべきだと思うか（企業調査）

そう思う

どちらかといえば
そう思う

そん・あもん●リクルートワークス研究
所研究員。博士（経済学）。2015年に
リクルートワークス研究所に入所。全
国約5万人を対象とした「全国就業実
態パネル調査」の調査設計・運営を担
当する。専門は労働経済学。

【監修・解説】 孫 亜文

※労働力率＝15歳以上人口のうち労働力人口（就業者＋完全失業者）の割合

（万人）

取材・文／藤崎雅子
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国
を
挙
げ
た
働
き
方
改
革
で
目
指
さ
れ

る
、個
々
の
事
情
に
応
じ
た
多
様
で
柔
軟
な

働
き
方
を
可
能
と
す
る
社
会
に
は
、ど
れ
だ

け
近
づ
い
て
い
る
だ
ろ
う
か
。

　

経
団
連
会
員
企
業
へ
の
調
査
に
よ
る
と
、

柔
軟
な
働
き
方
を
推
進
し
て
い
る
企
業
は

約
９
割
と
、大
多
数
を
占
め
る
。
そ
の
具
体

的
な
施
策
を
見
る
と
、「
テ
レ
ワ
ー
ク
」「
時

差
出
勤
」「
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
」の
導
入
は

７
割
を
超
え
る（
図
５
）。
出
社
せ
ず
に
業
務

状
況
は
ど
う
か
。
統
計
に
よ
る
と
、年
間
就

業
時
間
の
平
均
と
、週
60
時
間
以
上
働
く

人
の
割
合
は
、と
も
に
年
々
減
少
し
て
い
る

（
図
６
）。
ま
た
、働
く
人
へ
の
調
査
で
は「
休

暇
を
取
得
で
き
て
い
る
」が
２
０
１
８
年
の
５

９
・２
％
か
ら
２
０
２
０
年
の
６
４
・１
％
へ
上

昇（
＊
4
）。
ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
向
上
が

さ
ま
ざ
ま
な
デ
ー
タ
に
表
れ
て
い
る
。

　

現
在
、雇
用
者
の
4
割
近
く
を
占
め
て
い

る
、非
正
規
雇
用
の
動
向
に
も
目
を
向
け
て

を
遂
行
し
た
り
、働
く
人
自
身
が
労
働
時
間

帯
を
選
択
し
た
り
す
る
こ
と
も
可
能
に
な

る
な
ど
、働
く
う
え
で
の
時
間
や
場
所
の
制

約
は
緩
和
の
方
向
に
あ
る
。

「
こ
う
し
た
動
き
は
コ
ロ
ナ
対
策
を
機
に
一

気
に
加
速
し
ま
し
た
。一
時
的
な
対
応
も
見

ら
れ
ま
す
が
、こ
れ
を
機
に
定
着
し
て
い
く

企
業
も
多
い
と
考
え
ら
れ
ま
す
」（
孫
さ
ん
）

　

で
は
、健
康
被
害
や
過
労
死
に
も
つ
な
が

る
と
問
題
視
さ
れ
て
き
た
、長
時
間
労
働
の

み
た
い
。
近
年
の
非
正
規
雇
用
者
の
人
数
は

２
０
０
０
万
人
前
後
と
ほ
ぼ
横
ば
い
の
状
況

だ
が（
＊
5
）、「
不
本
意
」に
非
正
規
と
し
て

雇
用
さ
れ
て
い
る
人
の
割
合
は
減
少
し
て
い

る（
図
７
）。「
国
が『
同
一
労
働
同
一
賃
金
』

を
掲
げ
て
非
正
規
雇
用
者
の
処
遇
改
善
を

推
進
す
る
な
か
、雇
用
形
態
に
か
か
わ
ら
ず

能
力
を
評
価
す
る
機
運
が
醸
成
さ
れ
、非
正

規
で
働
く
人
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
向
上
に
影

響
し
て
い
る
可
能
性
も
あ
る
」と
孫
さ
ん
。

正
社
員
で
あ
る
こ
と
に
と
ら
わ
れ
ず
、個
々

の
事
情
に
合
う
働
き
方
を
選
択
で
き
る
社

会
へ
、さ
ら
な
る
改
善
が
望
ま
れ
る
。

テ
レ
ワ
ー
ク
、フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
…

企
業
は
柔
軟
な
働
き
方
を
推
進

長
時
間
労
働
が
緩
和
し

ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
が
向
上

待
遇
改
善
が
課
題
の
非
正
規
雇
用
、

〝
不
本
意
〞比
率
は
減
少

ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
の
自
由
度
が
ア
ッ
プ

●推進している柔軟な働き方の施策内容（導入予定を含む）

テレワーク制度

時差出勤

フレックスタイム制

変形労働時間制

事業場外みなし労働時間制

専門業務型裁量労働制

遠隔地勤務制度

企画業務型裁量労働制

ワ―ケーション制度

高度プロフェッショナル制

その他

【出典】 図5：日本経済団体連合会「2021年人事・労務に関するトップ・マネジメント調査結果」／図6：総務省「労働力調査」／図7：総務省「労働力調査」
＊4：リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査」／＊5：総務省「労働力調査」

非正規雇用者に占める不本意非正規の比率

企業の柔軟な働き方の推進状況

年間就業時間と
週60時間以上働く雇用者の割合

推進している

11 2022 APR. Vol.442

いま、「働く」をどう考えるか
最新データから読み解く 「働く」の変化



検
討
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。ジ
ョ
ブ
型
雇
用

へ
の
転
換
に
は
課
題
も
多
く
、現
時
点
で
の

導
入
企
業
は
少
な
い
が
、検
討
中
を
含
め
る

と
約
36
％
と
な
り
、注
目
度
は
高
い（
図
８
）。

「
転
換
が
進
め
ば
、必
要
な
と
き
に
必
要
な

人
材
を
採
用
し
や
す
く
な
り
、新
卒
一
括
採

用
の
仕
組
み
が
変
わ
る
可
能
性
も
あ
る
」

（
孫
さ
ん
）と
い
う
。

　

雇
用
が
変
化
す
る
な
か
、注
目
さ
れ
る
働

き
方
が
あ
る
。そ
の
一
つ
が「
兼
業
・
副
業
」だ
。

国
の
後
押
し
で
「
兼
業
・
副
業
」を
可
能
と

　

既
に
終
身
雇
用
や
年
功
序
列
は
崩
れ
つ

つ
あ
る
が
、近
年
は
「
ジ
ョ
ブ
型
雇
用
」と
い

う
仕
組
み
が
、日
本
型
雇
用
に
揺
さ
ぶ
り
を

か
け
て
い
る
。
こ
れ
ま
で
日
本
で
は
、社
員
に

ふ
さ
わ
し
い
仕
事
を
割
り
当
て
る〝
人
主
体
〞

の
メ
ン
バ
ー
シ
ッ
プ
型
雇
用
が
一
般
的
だ
っ
た
。

し
か
し
、企
業
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
や
テ
ク
ノ
ロ

ジ
ー
人
材
の
需
要
の
高
ま
り
、労
働
市
場
の

流
動
化
な
ど
を
背
景
に
、職
務
内
容
を
明

確
に
し
て
最
適
な
人
材
を
採
用
、配
置
す
る

〝
仕
事
主
体
〞の
ジ
ョ
ブ
型
雇
用
の
導
入
が

す
る
企
業
が
増
加
。
働
く
人
へ
の
調
査
で
は

約
１
割
が
兼
業
・
副
業
実
施
中
で
、約
５
割

は
今
後
の
意
向
あ
り
と
回
答（
図
９
）。
そ
の

理
由
の
最
多
は「
副
収
入
」だ
が
、「
新
し
い

知
識
や
ス
キ
ル
を
獲
得
し
た
い
」「
新
し
い
視

点
、柔
軟
な
発
想
が
で
き
る
よ
う
に
な
り
た

い
」な
ど
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
面
も
目
立
つ
。

「
最
近
は
テ
レ
ワ
ー
ク
な
ど
を
活
用
し
て
遠

方
の
仕
事
も
し
や
す
く
な
り
、都
市
圏
で
働

き
な
が
ら
地
元
の
発
展
に
貢
献
す
る
と
い
っ

た
例
も
増
え
て
い
ま
す
」（
孫
さ
ん
）

　

雇
用
と
自
営
の
間
に
、自
身
の
専
門
知
識

や
ス
キ
ル
を
提
供
し
て
対
価
を
得
る
「
フ
リ

ー
ラ
ン
ス
」と
い
う
働
き
方
も
あ
る
。
現
在
、

フ
リ
ー
ラ
ン
ス
人
口
は
約
４
６
１
万
人（
図

10
）。
そ
の
う
ち
、本
業
フ
リ
ー
ラ
ン
ス
は
約

３
２
５
万
人
と
、就
業
者
全
体
の
約
５
％
だ
。

　

ま
た
、転
職
に
関
す
る
デ
ー
タ
で
は
、〝
越

境
〞の
増
加
が
目
を
引
く
。こ
の
10
年
間
、転

職
者
数
は
緩
や
か
に
増
え
て
い
る
（
＊
6
）。

そ
の
中
身
を
見
る
と
、業
種
と
職
種
の
両
方

の
壁
を
越
え
る
越
境
転
職
が
増
加
し
、今
や

転
職
者
の
お
よ
そ
３
人
に
1
人（
図
11
）。

「『
新
卒
で
就
い
た
仕
事
で
一
生
』と
は
限

ら
ず
、個
人
の
希
望
や
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
の

変
化
に
合
わ
せ
、柔
軟
な
キ
ャ
リ
ア
形
成
が

で
き
る
。
そ
れ
が
可
能
な
社
会
に
な
っ
て
い

く
こ
と
を
期
待
し
て
い
ま
す
」（
孫
さ
ん
）

兼
業
・
副
業
や
フ
リ
ー
ラ
ン
ス
…

新
し
い
働
き
方
も
選
択
肢
に

環
境
変
化
を
受
け
て

雇
用
の
仕
組
み
も
変
化

キ
ャ
リ
ア
の
紡
ぎ
方
は
多
様
化
の
方
向

万人

※「フリーランス＝時間や場所にとらわれない働き方をする人」と定義した
うえで、自営業主（雇用者なし）もしくは内職で、実店舗をもたず、農林漁業
（業種）を除くものとして集計

フリーランス

兼業・副業に前向き 導入／検討中

フリーランスの人口規模

働く個人の兼業・副業の実施状況 ジョブ型雇用の導入状況

異業種×異職種の転職

転職時の業種・職種異同のパターン別割合

同業種×同職種異業種×同職種

同業種×異職種異業種×異職種

検討中

導入している
実施中

意向あり（過去に経験あり）

意向あり（過去に経験なし）

【出典】 図8：リクルート「『ジョブ型雇用』に関する人事担当者対象調査2020」／図9：リクルート「兼業・副業に関する動向調査（2020）」／
図10：リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査」（2020年）／図11：リクルート「『リクルートエージェント』転職決定者データ分析」
＊6：総務省「労働力調査」
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